
第３章 食品の安全・安心確保のための施策

第１節 生産から消費までの安全性の確保

１．生産段階における安全性の確保

（１）農畜産物の安全性の確保

｢農場から食卓まで｣のフードチェーン全体を通じた食品の安全性確保の、最初の段

階での対策として、農畜産物については、農薬や動物用医薬品＊の適正な販売・使用の

指導、情報提供を行っていく必要があります。

さらに、米トレーサビリティ＊法、牛トレーサビリティ法に基づく情報伝達について、

適正な運用を指導します。

施策の内容

〔農薬使用管理に関する啓発・情報提供〕

●農業者に対しては、農薬の使用に関する農薬安全対策講習会の開催や、農薬管理指

導士＊の育成により農薬の適正使用を推進するとともに、農薬販売者に対しては、

農薬の適正販売について指導を徹底します。           （農業経営課）

●県のホームページにより、農薬の適正使用に係る情報を生産者に提供します。 

（農業経営課）

〔米トレーサビリティ制度への取組〕

●米トレーサビリティ制度の適正な運用に向けた取組を支援します。 

  （農産園芸課、食品安全・消費生活課）

〔動物用医薬品等の適正使用や衛生管理の徹底〕

●特に、農家段階における飼料、飼料添加物＊、動物用医薬品＊の適正使用及び耳標装

着の徹底に対する指導並びに流通段階における畜産物への残留の確認を行います。

（畜産課）

●採卵鶏農場を対象としたサルモネラ＊の 

汚染状況調査等を行います。 （畜産課）

採卵鶏のサルモネラ検査 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
動物用医薬品：45 ページ参照 トレーサビリティ：45 ページ参照
農薬管理指導士：46 ページ参照 飼料添加物：44 ページ参照
サルモネラ：42 ページ参照
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〔生乳の安全・安心確保の取組推進〕

●生乳の安全・安心確保のために、ポジティブリスト制度＊における農家段階での重

点管理基準の記帳と、記帳に基づく改善の取組を推進します。     （畜産課）

数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

畜産物の抗生物質の残留検査 ３００検体 ３００検体／年 

（２）水産物の安全性の確保

生産段階から水揚段階における衛生管理を徹底するとともに、食中毒予防の観点から、

養殖カキ等について衛生管理を徹底し安全確保を図るため、貝毒検査やウイルス検査

を行います。

施策の内容

〔適正養殖の認証〕

●生産した養殖魚が安全であるという情報提供

能力を有する養殖業者に長崎県適正養殖業者

認定証を発行する制度を推進します。

（水産振興課）

〔養殖カキ等検査に基づく衛生管理の徹底〕

●生産段階において貝毒検査や養殖カキのウイルス検査を実施し、衛生管理の徹底

等適切な指導を行います。   （水産振興課）

〔漁港・魚市場における鮮度保持対策〕

●陸揚げ時の処理水への清浄海水の導入等により、品質・衛生管理対策の強化を図

ります。また、岸壁や浮桟橋等への防雨・防暑対策により、水産物の鮮度保持対

策に努めます。   （漁港漁場課、水産振興課）

適正養殖業者認定制度のロゴマーク 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
ポジティブリスト制度：47 ページ参照
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26 年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

養殖カキ検査結果に基づく衛生

管理の徹底（指導漁協数）
１７漁協 ２４漁協／年 

○長崎県適正養殖業者認定制度の認定基準

確認項目 確認書類 確認内容 理  由

種 苗 
(稚魚･
中間魚)

○購入種苗履歴証明書
類、並びにその証憑書類 
※中間魚購入の場合、
生産から購入までの履
歴を証明する書類、並び
にその証憑書類

○種苗・中間魚導入に当た
っては購入先、種苗生産
業者が明確であり、種苗
の生産履歴が明確であ
ること。

○種苗導入に当たっては、
トレーサビリティの観点
から種苗の履歴情報が
必要不可欠である。

飼 料

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類

○飼料安全法に適合した
餌を使用すること。 

○生餌については、仕入先
が明確であること。

○不適切な餌の投与を防
止する。

投 薬

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類

○未承認医薬品の使用禁
止 

○水産用医薬品の適正使
用 

○食の安全・安心確保上、
必須条件であり、また承
認医薬品についても使
用基準の遵守が必要で
ある。

養殖資材
（防汚剤）

○申請日直近１年間のう
ち、委員会が指定した２
ヶ月間の作業記録簿、並
びにその証憑書類 
※魚類養殖用安全確認
漁網防汚剤一覧と照合

○漁網防汚剤を使用する
場合は、有機錫化合物を
含有しないものを使用す
ること。

○安全性が確認された物
を使用する必要がある。
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２．製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全性の確保

（１）監視指導体制の強化（製造・加工・調理・流通・販売段階）

食品に起因する健康への危害を防止するため、食品衛生法＊には様々な基準や規制があ

り、食品のリスク管理を担っている県は、営業施設に対する監視や指導、流通する食品

の検査を行い、基準等が守られているか確認を行っています。

また、安全・安心な学校給食を実施していくため、文部科学省が示した「学校給食衛

生管理基準」に基づいて衛生管理が行われています。

施策の内容

〔製造・加工・調理・流通・販売施設に対する監視指導〕

●長崎県食品衛生監視指導計画＊に基づき、製造・加工から販売に至る食品営業施設に

対して効果的な監視指導を行い、食品の安全確保を図ります 。 （生活衛生課）

●大規模食品製造施設や給食施設などの大量調理施設に対する専門的な監視を継続

し、食中毒等が発生した場合に社会的影響の大きい食品営業施設での食品事故防止

に努めます。 （生活衛生課）

●計画的な食品検査により不良食品を排除し、流通食品の安全確保を図ります。

（生活衛生課）

●安全性の高い生鮮食料品を供給するため、野菜、食肉及び養殖魚について、農薬や

動物用医薬品＊のモニタリング検査＊等を実施し、必要に応じて農林水産部局と連携

して、生産者等への衛生指導を実施します。  （生活衛生課）

●これまで検査対象としていなかった新たな農薬についても検査法の検討を行い、検

査対象項目の一層の拡充を図ります。 （生活衛生課）

〔食品事業者、集団給食施設等に対する啓発〕

●関係団体と連携し、食品事業者等を対象に食品衛生講習会の開催を推進します。

 （生活衛生課）

〔学校給食施設における安全・安心確保〕

●学校給食研修会やアレルギー疾患対策等 

研修会等で関係者の資質の向上を図ると

ともに、学校の衛生管理や食物アレルギー 

対応についての体制の強化を図るための 

意識向上と、食品衛生に関する正しい知

識の啓発に努めます。　 （体育保健課） 

●学校給食で使用する食材について定期的に細菌等の検査を行い、その結果を県内の

学校給食関係者において情報共有を図るなど、安全な食材の確保に努めます。 

（体育保健課）

学校給食研修会 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
食品衛生法：42 ページ参照 食品衛生監視指導計画：43 ページ参照
動物用医薬品：45 ページ参照 モニタリング検査：47 ページ参照
〇食品のリスク管理については 35 ページに解説
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

食品営業施設の監視件数 ２２，２２２件 ２０，０００件／年 

食品検査件数 ２，３２７件 ２，３００件／年 

食品営業者に対する講習会

の受講者数
５，０４５人 ５，７００人／年 

３００人／年 

県立学校給食栄養管理者・

調理員等研修会参加者数
９６人 １００人／年 

食材検査結果の報告対象

（市町・県立学校数）

２０市町 

県立１３校 

２１市町／年 

県立１３校／年 

学校給食施設への監視指導 食品営業施設への監視指導 

学校給食研修会等参加者数 １７３人 
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（２）食肉検査体制の強化（製造・加工段階）

家畜が食肉となる過程で、と殺されたすべての家畜１頭ごとに食肉衛生検査所の獣医

師が検査を行い、安全性を確認するとともに、検査で得られたデータを生産者等に還元

し、農林部と連携して家畜衛生・疾病予防対策に活用しています。

また、食用不適の家畜の肉を排除するだけでなく、施設管理者、関係業者にＨＡＣＣ

Ｐ＊手法による衛生管理の指導、助言を行い、徹底した食肉の安全性確保を図っていくこ

とが必要です。

施策の内容

〔食肉検査体制の強化〕

●食肉検査・食鳥検査により食用不適の食肉・食鳥肉の確実な排除を実施します。

                                （生活衛生課）

●安全・安心な食肉・食鳥肉を提供するため、食品衛生部局、農林部局、食肉処理施設設

置者及び生産者等の連携強化、情報交換を行います。また、食肉処理施設設置者への衛

生管理対策を充実強化し、より安全な食肉の供給を推進します。   （生活衛生課）

●最新の疾病情報収集・知識の研鑽・食肉検査技術研修・食鳥検査技術研修に加えて、

海外悪性伝染病＊への対策（情報収集、疾病に関する知識・防疫対策・診断法に係る

研修）の実施を図ります。   （生活衛生課）

〔衛生検査データの活用〕

●関連機関と連携し、食肉衛生検査・食鳥肉検査データを生産者等へ還元し、農林

部局との連携のもと、健康な家畜の生産に対する支援を行います。 （生活衛生課）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
ＨＡＣＣＰ：46 ページ参照 海外悪性伝染病：40 ページ参照
〇ＨＡＣＣＰについては 36 ページにも解説
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

豚枝肉汚染度指標（個/cm2） ６５．５ １００未満 

食肉衛生検査データ提供頭

数の割合
９１％ ９４％／年 

食肉衛生検査所情報誌発行

回数
１２回 １２回／年 

と畜検査と処理工程の流れ 
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（３）輸入食品の安全対策の強化（流通・販売段階）

輸入食品については、国の機関である検疫所＊において適法であるか審査及び検査が行

われています。

また、県内に流通する輸入食品については、食品衛生監視員＊が計画的に食品販売施設

に立入調査し、食品表示法に基づく表示事項の確認や輸入食品の検査を行い、食品添加

物＊、残留農薬及び成分規格基準＊検査を実施しています。

施策の内容

〔販売段階における輸入食品の安全対策〕

●長崎県食品衛生監視指導計画＊に基づき、計画的な監視や食品検査を行います。

（生活衛生課）

●国の通知及び違反情報等を参考として、効率的な検査体制の整備を行います。

 （生活衛生課）

廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）
食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）
審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

事前相談・指導

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

◆日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

◆輸出国政府による証明書の発給

◆輸出前検査等

◆在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知
◆輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、

現地調査や現地での説明会の実施
◆輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション

輸入食品の監視体制の概要

消費者

（厚生労働省：「輸入食品の安全性確認について」から抜粋） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
検疫所：41 ページ参照 食品衛生監視員：43 ページ参照
食品添加物：43 ページ参照 成分規格基準：44 ページ参照
食品衛生監視指導計画：43 ページ参照

12

施
策
の
内
容



（４）食品表示に係る指導及び監視体制の強化（流通・販売段階）

食品表示法をはじめ食品表示に関する法令に基づく表示の適正化のため、店舗調査や

定期的な監視活動を行っているほか、食品１１０番＊に寄せられた情報についても、関係

部局が連携しながら調査・指導を行います。

加えて、産地偽装表示などを未然防止するため、食品関連事業者のコンプライアンス

意識の向上へ向けた取組を進めていく必要があります。

施策の内容

〔関係法律に基づく監視・指導及び啓発〕

●県域の販売店舗を対象に巡回調査を実施し、改善を要する店舗に対しては指導を行

い、食品表示の適正化を図ります。  （食品安全・消費生活課）

●偽装表示などの疑義案件に対して、必要に応じて科学的検査手法を用いた検査を実

施し、食品表示の適正化を図ります。   （食品安全・消費生活課）

●不適正表示食品の排除のため、効率的で効果的な監視指導を実施するとともに、製

造業者や販売業者に対して食品表示に関するパンフレットを配布するなど適切な表

示の啓発を進めます。    （生活衛生課）

●景品表示法＊や計量法＊に基づく食品表示に関して適切な表示を行うよう指導すると

ともに、啓発に努めます。     （食品安全・消費生活課）

●栄養成分表示や健康食品に関する虚偽や誇大広告等について指導・助言を行い、食品

表示の適正化に努めます。               （国保・健康増進課）

●無承認無許可医薬品 による健康被害を防止するため、健康食品 等の監視指導や買上＊＊

検査を行うとともに、県民への正しい知識の普及啓発に努めます。 （薬務行政室）

●研修会、出前講座等を通じて、食品表示のみならずコンプライアンス意識の向上に

つながる内容を盛り込み、啓発に努めます。 （食品安全・消費生活課）

●食品に関する苦情、問い合わせ等を受け付ける食品１１０番に寄せられた情報に対

して実態調査を行い、必要に応じて適切な表示や衛生管理等を指導します。

（食品安全・消費生活課、水産加工・流通室、生活衛生課、国保・健康増進課、薬務行政室）

数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

食品販売店舗等巡回調査数
２８０件 ２８０件／年 

無承認無許可医薬品のおそれ

がある健康食品等の成分検査
２０検体 ２０検体／年 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
食品１１０番：43 ページ参照 景品表示法：41 ページ参照
計量法：41 ページ参照 無承認無許可医薬品：47 ページ参照
健康食品：41 ページ参照
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食品表示に関する主な法律 

法 律 名 目  的 主 な 内 容 

○食品表示法 販売の用に供する食品の

表示について基準の策定

や必要な事項を定めるこ

とにより適正を確保し消

費者の利益の増進を図り

国民の健康の保護及び増

進、食品の生産・流通の

円滑化、消費者の需要に

即した食品の生産の振興

への寄与 

JAS 法、食品衛生法、健康増進法のそれぞれ

の食品表示に係る規定を一元化し、食品表示

基準で定められた事項を下記のとおり整理 

・品質事項(JAS法に定められていた事項） 

・衛生事項(食品衛生法で  〃  ） 

・保健事項(健康増進法で   〃    ) 

＊加工食品の栄養成分表示の義務化 

＊「機能性表示食品」制度の新設 

○不当景品類及び不

当表示防止法（景品

表示法）

公正な競争を確保し、一

般消費者の利益を保護

品質・規格その他の内容について著しく優良

であると誤認される表示（優良誤認）、価格

や取引条件について著しく有利であると誤

認される表示（有利誤認）、その他、商品又

は役務の取引に関する事項について一般消

費者に誤認されるおそれのある表示の禁止

○不正競争防止法 事業者間の公正な競争を

確保

商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途、

数量等を誤認させるような虚偽の表示を禁

止

○計量法 適正な計量の実施を確保

し、経済の発展及び文化

の向上に寄与 

特定商品のうち、容器又は包装に密封して販

売する特定商品の正味量 

コンプライアンス ＝ 法令「等」遵守

事業者の「法令遵守」に加え、社会規範や事業者倫理を守ること。

消費者

流通

生産

地域社会

社会規範・事業者倫理の遵守

法令の遵守

社会倫理に基づく活動

食品関連事業者

マスメディア

行政

各自治体
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医薬品 健康食品

製品の性質 

基準に基づき、一定の品質の

ものが製造・流通している。 

「同じ名称」でも含有量や原

材料により品質が一定では

ない。 

科学的根拠の質と量 

病気の人を対象とした安全

性・有効性試験が実施されて

いる。 

主に健康な人を対象に安全

性試験を実施。動物や試験管

内での評価のみということ

もある。 

利用環境 

医師、薬剤師などによる安全

な利用環境が整備されてい

る。 

あくまで食品の一つであり、

製品の選択・利用は消費者の

自由である。 

保健機能食品 

特定保健用食品 栄養機能食品 機能性表示食品 

食    品 

医薬品と健康食品の違い 

食品と医薬品の大まかな分類 

医薬品・医薬部外品 

治療・予防に使用

健 康 食 品 

健康食品と呼ばれるものに

ついては、法律上の定義は

無く、広く健康の保持増進

に資する食品として販売・

利用されるもの全般を指し

ているものです。

無承認無許可医薬品 

医薬品成分を不

当に含んでいる

もの

疾病の治療効果

を違法に表示・広

告したもの

口から入るもの 
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（５）食品衛生に関する注意喚起（消費段階）

全国的には、食肉の加熱不足や生食を原因とするカンピロバクター＊食中毒、並びにノ

ロウイルス＊の感染に由来する食中毒が多く発生し、特に長崎県では、家庭で調理したフ

グによる食中毒が課題となっています。消費者に対しても、食品衛生に関する知識の普

及や注意喚起が必要です。 

施策の内容

〔家庭・消費者に対する啓発〕

●消費者を対象とした講習会を開催するとともに、マスコミや広報誌等を通じて食品

衛生に関する情報を提供します。また、カンピロバクター、ノロウイルス及びフグ

毒などによる食中毒の予防啓発についても、ホームページ等を活用し情報発信を行

います。 （生活衛生課、食品安全・消費生活課）

●家庭における「手洗い・うがい」の定着について、普段からの健康管理と合わせて保健

所、市町等の関係機関と協力して周知・徹底するとともに、発生動向調査＊に基づき必

要な情報を提供することにより発生予防に努めます。   （医療政策課）

食中毒予防パンフレット 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
カンピロバクター：41 ページ参照 ノロウイルス：46 ページ参照
発生動向調査：46 ページ参照
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３．食品の安全確保体制の充実

（１）食品の安全管理に関する調査・研究の推進

長崎県では、環境保健や農業、水産業など、５つの試験研究機関が置かれ、食品に

関連する調査・研究にも取り組んでいます。

施策の内容

〔農林水産物に関する調査・研究の推進〕

●有害赤潮及び有毒プランクトンによる養殖魚のへい死や貝類の毒化による食中毒

を防ぐため、現場調査、原因プランクトンの動態予測及び防除方法の検討を行い、

漁業被害や人的被害を防止します。                 （漁政課）

〔食品衛生に関する調査・研究の推進〕

●フグ毒に代表されるマリントキシン（海洋性自然毒）を迅速に特定・推定する検

査法の開発や検索システムの構築を検討し、食中毒対応体制の充実に寄与します。

（環境政策課）

〔技術的支援〕

●試験研究機関の設備開放や技術相談を通して、技術的な支援を行います。

（環境政策課、農政課、漁政課、企業振興・技術支援課）

（２）試験検査体制の充実

平成９年度から食品衛生法＊により各検査施設に義務づけられた検査等の業務管理

（ＧＬＰ＊）について、県立の保健所、環境保健研究センター及び食肉衛生検査所の計

１２施設に適用しています。また、平成１５年度末に本県の実状に即した「検査等の

業務管理要綱及び関連要領」を定め、適正な業務管理を行っています。   

検査技術の高度化に伴う職員の技術研修や、最新の専門的知識を修得する機会の創

出が課題となっています。

施策の内容

〔試験検査体制の充実〕

●県の検査施設における検査等の業務管理要綱及び要領等により、内部精度管理、

外部精度管理＊及び信頼性確保部門＊による内部点検を定期的に実施します。

（生活衛生課）

●検査機器の整備及び検査員等の関係職員に対する検査技術の向上に係る研修を計

画的に実施します。 （生活衛生課）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
食品衛生法：42 ページ参照 ＧＬＰ：42 ページ参照
外部精度管理：40 ページ参照 信頼性確保部門：44 ページ参照
〇食品検査の信頼性確保については 37 ページに解説
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（３）危機管理体制の整備・強化

食品に起因する危機発生時においては、流通の広域化、複雑化に伴い、原因の究明

に詳細な調査が必要とされ、調査結果に基づいて、迅速かつ適切に対応することが求

められます。食品の安全・安心確保のための危機管理体制についてのマニュアル等を

整備し、関係機関が連携して対策を講じることとしています。

施策の内容

〔食中毒等の対策〕

●食中毒（疑いも含む）発生時には関係部局と連携し、迅速に原因究明を行うとと

もに、原因施設に対して衛生指導を実施して被害拡大、再発防止の対策を講じま

す。                            （生活衛生課）

●腸管出血性大腸菌＊（O１５７等）等のまん延防止対策並びに重大な健康被害発生時

は対応マニュアルに基づき関係機関と連携して、迅速かつ的確に対応します。また、

関係機関等への適切な情報を提供して感染・被害拡大の防止に取り組みます。

（医療政策課）

●春の行楽シーズンや年末の食品の流通量が多い時期、及び食中毒が多発する夏期

には、食中毒防止対策のために監視指導及び検査を強化します。 （生活衛生課）

●食中毒事件発生時には、その内容を公表することで食品衛生に関する注意を喚起

します。 （生活衛生課）

●食中毒が発生しやすい気象条件が成立し、食中毒の多発が予想される場合に食中

毒注意報＊を発令し、食品衛生に関する注意を喚起します。   （生活衛生課）

主な細菌・ウイルス 

カンピロバクター 黄色ブドウ球菌

:

腸管出血性大腸菌O１５７ ノロウイルス

写真：愛媛県立衛生環境研究所

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
腸管出血性大腸菌：45 ページ参照 食中毒注意報：42 ページ参照
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第２節 より高い安全性を目指した自主的な取組

自主的な取組の促進

食品にあるリスクをゼロにすることは不可能ですが、生産、加工及び製造等の管理

水準を向上させることで低減していくことは可能です。

食品関連事業者には、食品の安全性の確保について第一義的な責任があり、関係法

令等を守ることはいうまでもなく、食品を供給する者としての社会的良心に従って事

業活動を行う責務があり、自ら、より高い安全性を追求し信頼される食品を提供して

いくことが求められています。

そのため、食品関連事業者の自主的な取組に対して、県は積極的に支援を行い、生

産、加工・製造段階での管理水準のレベルアップを図ります。

施策の内容

〔農産物生産管理集団の育成〕

●農産物の安全性を確保するための管理方法等を定めた農業生産工程管理（ＧＡＰ
＊）に取り組む経営体を育成し、その中で生産履歴の記帳を推進します。 

（農業経営課）

〔高度な衛生管理の普及と技術的支援〕

●県内食品等関係施設の衛生管理水準のステップアップを図り、ＨＡＣＣＰ＊の考え

方に基づく衛生管理の普及を推進します。 （生活衛生課）

●食品衛生法＊に基づく総合衛生管理製造過程＊の承認を受けようとする事業者や、

「ながさきＨＡＣＣＰ 」の導入を図る事業者に対して、食品衛生監視員 による＊ ＊

技術的助言を行います。 （生活衛生課）

●各種研修会への派遣等を通じて、総合衛生管理製造過程承認施設や対ＥＵ・対米

輸出水産食品製造施設＊の監視指導を実施する指名食品衛生監視員等の専門性の

高い指導者の育成と食品衛生監視員の技術の向上を図ります。  （生活衛生課）

●農産物加工振興とあわせ、ＨＡＣＣＰ手法導入を推進します。 

（農産加工・流通室）

●意欲ある水産加工業者等によるＨＡＣＣＰ等衛生管理向上の取組を進める啓発活

動を行います。                    （水産加工・流通室）

●食品の安全性と信頼性の向上を図るため、衛生・品質管理体制を強化する基盤整

備とともに、人材育成やＨＡＣＣＰ等の国際標準の導入促進を支援します。 

（食品産業・産地振興室）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
ＧＡＰ：42 ページ参照 ＨＡＣＣＰ：46 ページ参照
食品衛生法：42 ページ参照 総合衛生管理製造過程：44 ページ参照
ながさきＨＡＣＣＰ：46 ページ参照 食品衛生監視員：43 ページ参照
対ＥＵ・対米輸出水産食品製造施設：44 ページ参照
〇食品のリスクと安全については 35 ページに解説
〇ＧＡＰ（農業生産工程管理）については 38 ページにも解説
〇ＨＡＣＣＰについては 36 ページにも解説
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

衛生管理水準「評価段階」の

ステップアップした施設数
２０施設 ２０施設／年 

ＨＡＣＣＰ等認定水産物加工

場数（累計）
５ ６ ７ ８ １０ １２ 

ながさきＨＡＣＣＰ （長崎県食品自主衛生管理評価事業）

食品衛生法に基づく衛生管理

○施設基準

○管理運営基準

事業者の申請

県が作成した基準に基づき、保健所が評価

評価基準（８段階で評価）

ホップ （段階１～３）： 基本的な自主管理

ステップ（段階４～６） : ＨＡＣＣＰの考え方による自主衛生管理

ハサップ（段階７～８）： ＨＡＣＣＰによる自主管理

評価証の交付

県が作成したマニュアル等により、保健所が指導

事業者が改善

保健所が改善を確認し評価 ステップアップ
評価段階４（★★★★）以上

・ロゴマークの使用が可能

・県のホームページに掲載

効 果

ＨＡＣＣＰを取り入れる事業者の増加

食品の安全・安心の向上
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第３節 食品に関する理解促進と信頼の確保

（１）正確な情報の公開

食品に関する情報が溢れる中、リスク管理を行う行政として正しい情報の発信を行

っていく必要があります。

県では、食品の安全・安心に関する情報や、食中毒情報、県の取組など、広報誌や

ホームページを通じて情報提供を行っています。

今後も、受け手側にわかりやすいホームページのコンテンツづくりや様々な広報媒

体により情報発信を引き続き行っていきます。

施策の内容

〔食品の安全・安心に関する情報提供〕

●「食品の安全・安心と食育のホームページ」を充実させるとともに、ＳＮＳ＊の活

用により、多くの人に国や県の食品安全・安心に関する情報を正確にわかりやす

く提供します。                 （食品安全・消費生活課）

●生活衛生課や食肉衛生検査所のホームページを充実し、食品衛生や食肉衛生検査

に関する情報を迅速に提供します。 （生活衛生課）

●無承認無許可医薬品 に関する正しい知識の普及啓発のため、県政出前講座やホー

ムページ等を活用して情報を発信します。 （薬務行政室）

食品の安全・安心と食育のホームページ 長崎県の食肉衛生検査所ホームページ 

（お肉のほっと！ページ） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
ＳＮＳ：40 ページ参照 無承認無許可医薬品：47 ページ参照

＊
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度 
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

「食品の安全・安心と食育の

ホームページ」アクセス件数
１８，８９８件 ２０，０００件／年 

（２）リスクコミュニケーションの充実

食生活においての安心は、食品の作り手や売り手に対する信頼だけでなく、食品の

安全性が信頼されていることが大切な要件となります。

そのためには、食品について理解を深め、食品の安全性についての共通理解を図る

ためのリスクコミュニケーション＊をさらに進めていく必要があります。

施策の内容

〔意見交換会の開催〕

●県民との協働を図りながら、各地域において食の安全・安心に関する課題をテー

マにした意見交換会を開催します。

●より多くの県民にリスクコミュニケーションに参加してもらうため、県民の関心

の高いテーマを取り上げたフォーラム型の意見交換会を開催します。

〔各種講座を通じたリスクコミュニケーションの推進〕

●県内各地で実施されている各種講座等に、「食品の安全・安心」に関するテーマが取り

入れられるよう、関係者への働きかけを推進します。   

●「県政出前講座＊」の活用により、食の安全・安心確保にかかる施策を幅広く県民

に伝えていきます。 

〔リスクコミュニケーションの新たな手法の検討〕

●消費者が直接、食品の生産・製造・加工・流通現場などを訪問し、見学や事業者

との意見交換ができる現場公開システムの充実を図るとともに、システムの広報

に努めます。

●意見交換会への参加者が、食品の安全・安心に対する意識をより一層深めてもら

うため、円滑に意見交換会を進めることができる人材の育成に努めます。

●小中高生に対して、食品の安全・安心に関する消費者教育を行う場を提供してい

きます。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
リスクコミュニケーション：48 ページ参照 県政出前講座：41 ページ参照
〇リスクコミュニケーションについては 35 ページに解説

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）

（食品安全・消費生活課）
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数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

意見交換会等の開催回数 １１回 ６回／年 １４回／年 

小中高生を対象とした食品安全

教室の開催回数
２回 ３回／年 

意見交換会等への出席者数 672 人 
680 人／

年 

710 人

／年 

740 人

／年 

770 人

／年 

800 人

／年 

小学生の親子を対象とした体験学習 中学生を対象としたジュニア食品安全教室 

フォーラム型意見交換会 
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（３）食育・地産地消との連携

社会環境の変化や生活習慣の多様化が進む中で顕在化してきた食に関わる課題に対

応するため、県では、平成１８年度以降「長崎県食育推進計画＊」に基づき食育を推進

しています。食の安全・安心の問題については食育の課題のひとつでもあり、食に関

心を持って理解が深められることが重要であることから、食育の施策や地産地消＊の取

組とも連携を図っていく必要があります。

施策の内容

〔食育の施策との連携〕

●「長崎県食育推進計画」に基づき、庁内関係各課、市町及び食育団体と連携し、

食育を推進します。その中で、食の安全・安心に関する情報発信に努めます。

（食品安全・消費生活課）

●食育について、学習指導要領を踏まえ、各教科等及び学校給食を活用し、学校教

育全体で取り組み、指導の充実が図られるように教職員の理解促進に努めます。

（義務教育課）

●適正な食習慣を身に付けることを啓発するため、地域で指導等を行う管理栄養

士・栄養士、食生活改善推進員＊等を対象にした研修や情報提供を行います。

（国保・健康増進課）

●健康の増進を図るため、健康に配慮した食事の

提供や健康に関する情報の提供を行う「長崎県

健康づくり応援の店＊」等の登録を促進します。

（国保・健康増進課）

健康づくり応援の店 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
長崎県食育推進計画：45 ページ参照 地産地消：44 ページ参照
食生活改善推進員：42 ページ参照 長崎県健康づくり応援の店：45 ページ参照

季刊誌「びわ太郎食育通信」 Facebook「びわ太郎の食育日記」 
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〔地産地消との連携〕

●地域農産物の魅力を再発見しその活用を図るため、関係団体等が連携して学校給

食等での利用を促進するなど、地域内の需給体制を強化します。

（農山村対策室）

●地域水産物の魅力を再発見し、その活用を図るために、求められるメニューの開

発や商談等を通した学校給食、病院・福祉施設等での利用促進を強化します。

（水産加工・流通室）

●学校給食に地場産物を活用することにより、新鮮な食材を確保するとともに、児童

生徒の農林水産物や郷土に対する理解促進のため、「学校給食における地場産物使

用推進週間＊」を設定し、県内一斉に取り組みます。 （体育保健課）

●消費者と生産者の交流会等を開催することで、「地産地消＊」に対する共通理解を

深めます。                        （農山村対策室）

●一般消費者が県産食材を安心して楽しむことが

出来る「ながさき地産地消こだわりの店 」の認＊

定や、６月と１１月の県産品愛用運動推進月間

での地産地消強調週間 の取組など、地産地消＊

の普及啓発を重点的に行います。

（農山村対策室）

数値目標

数値目標設定項目
現状 

(H26年度
実績値) 

目標年度 

H28 H29 H30 H31 H32 

「びわ太郎食育通信」の発行

回数
４回 ４回／年 

学校給食における県産物使

用割合（重量比％）
７０．４％ ７１％／年 

郷土料理を囲んで団らんする体験民宿 ながさきの地産地消ロゴマーク 

地産地消こだわりの店認定プレート 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
学校給食における地場産物使用推進週間：40 ページ参照 地産地消：44 ページ参照
ながさき地産地消こだわりの店：46 ページ参照 地産地消強調週間：45 ページ参照
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第４節 施策推進のための連携強化

（１）地域で活動する組織や団体との連携強化

県では、食品衛生協会＊と連携した食品関連事業者に対する啓発活動や食生活改善推

進員＊の食育活動への支援、薬剤師会等の関係団体との連携に努めています。

今後は、地域で活動するこれらの組織や団体等との連携を一層強化し、ＮＰＯ＊団体

等とも協働しながら施策を展開していくことが重要となります。

施策の内容

〔食品衛生協会との連携〕

●食品衛生月間＊の事業及び営業許可施設への巡回指導等、食品衛生協会と協力し、

食品衛生思想の普及啓発に努めます。   （生活衛生課）

●食品衛生協会と連携し、「営業の管理運営基準＊に基づく製品の衛生検査要領」に

基づき、食品関係営業者自らが行う自主検査の徹底を図ります。 （生活衛生課）

〔食育活動団体や市町との連携〕

●地域への食育の推進を図るため食生活改善推進員＊の資質向上、活動の支援を市町

と協力して取り組みます。               （国保・健康増進課）

〔薬剤師会との連携〕

●県民が気軽に健康食品＊等に関する相談が

できるよう、薬剤師会と連携して薬局に

おける相談応需＊に努めます。

（薬務行政室）

県民からの相談に応じる薬剤師 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
食品衛生協会：43 ページ参照 食生活改善推進員：42 ページ参照
ＮＰＯ：40 ページ参照 食品衛生月間：43 ページ参照
管理運営基準：41 ページ参照 健康食品：41 ページ参照
薬局における相談応需：47 ページ参照
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（２）行政間の連携

輸入食品の増加など、食品流通の広域化に伴い、食品の安全性や信頼性に関する問

題も大規模化、広域化する事例が多くなっています。こうした問題については、県単

独での対応が困難な場合もあることから、国や他自治体等との連携が一層重要となっ

ています。  

施策の内容

〔国や他の地方自治体との連携〕

●厚生労働省、農林水産省及び消費者庁＊の国のリスク管理機関をはじめ内閣府に設置さ

れている食品安全委員会＊とも連携し、情報交換を密にするとともに、施策の実施に当

たって相互協力に努めます。  （食品安全・消費生活課）

●大規模な食中毒など広域に発生する健康被害に対して、国及び関係する他自治体

等との連携を図り、迅速かつ的確に対応します。   （生活衛生課）

（生活衛生課）

●他の都道府県や県内の市町とも積極的に連携を図りながら、情報の共有化や迅速な危

機管理、県民への広報、監視・指導などに取り組みます。 

●九州・山口各県でつくる「九州・山口地域食の安全安心連携会議＊」をはじめ各種

会議を通じて、他自治体との連携を図ります。 

                   （食品安全・消費生活課、生活衛生課）

――――――――――――――――――――――――――――――――――――
消費者庁：42 ページ参照 食品安全委員会：43 ページ参照
九州・山口地域食の安全安心連携会議：41 ページ参照

27

施
策
の
内
容


